
前 年 同 期 比

     2001年6月30日      2000年6月30日

億円  億円  ％

売 上 高 10,897   10,718    1.7    

営 業 利 益 423   125    -     

経 常 利 益 637   277    -     

当 期 純 利 益 554   133    -     

円  円  ％
一株当たり当期純利益   28.04     6.77    -   

　　注１）上記、各利益のマイナス（ ）表示は損失であります。

　　注２）財務数値につきましては監査対象外であります。

東京都千代田区丸の内１-６-１

（コード番号）６７０２

（お問い合せ先）

   広報室長　青江　秀史

２００１年７月２７日

2001年度 第１四半期 2000年度 第１四半期

  2001年4月1日～   2000年4月1日～

   TEL (03)3215-5236

２００１年度　第１四半期

連　結　決　算　概　要

富士通株式会社



＜富士通グループ　連結＞

[ 連結損益計算書 ]
(単位：億円）

 10,897 100.0  10,718 100.0  179 1.7 

 7,943 72.9  7,793 72.7  150 1.9 

 3,378 31.0  3,050 28.5  327 10.7 

 423  3.9  125  1.2  298 - 

退職給付積立不足償却額  89  63  25 

金 融 収 支  86  75  11 

持 分 法 に よ る 投 資 利 益  25  22  2 

そ の 他  62  34  27 

計  213  2.0  152  1.4  61 - 

 637  5.9  277  2.6  360 - 

事 業 構 造 改 善 費 用  173  1.5  28  0.3  144 

退職給付積立不足一括償却額 - -  4,156  38.8  4,156 

退 職 給 付 信 託 設 定 益 - -  4,602 43.0  4,602 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 - -  39 0.4  39 

計  173  1.5  457 4.3  630 - 

 810  7.4  180 1.7  991 - 

 196  1.8  363 3.4  559 - 

 60  0.5  49  0.5  10 - 

 554  5.1  133  1.2  421 - 当 期 純 利 益

少 数 株 主 利 益

法 人 税 等

経 常 利 益

特 別 損 益

税金等調整前当期純利益

営 業 利 益

営 業 外 損 益

％％

売 上 高

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

科　　　目 2000年4月1日～2001年4月1日～ 前年同期比

2001年度 第１四半期 2000年度 第１四半期

増減率

2001年6月30日 2000年6月30日

売上高比 売上高比

％



＜富士通グループ　連結＞

[ 連結貸借対照表 ]
(単位：億円）

科　　　目

(2001年６月末） (2001年３月末）

％ ％

資　　産　　の　　部

 流    動    資    産  24,710 49.8  27,375 52.6  2,664 

現 預 金 及 び 有 価 証 券  2,434  3,197  762 

売 掛 債 権  9,111  11,885  2,774 

棚 卸 資 産  9,907  8,968  938 

そ の 他  3,257  3,323  66 

 固    定    資    産  24,895 50.2  24,625 47.4  270 

有 形 固 定 資 産  14,179  13,837  341 

無 形 固 定 資 産  2,915  2,945  29 

投 資 等  7,801  7,842  41 

資 産 合 計  49,606 100.0  52,000 100.0  2,394 

負　　債　　の　　部

 流  　動 　 負  　債  23,628 47.6  24,436 47.0  808 

買 掛 債 務  8,507  10,554  2,047 

社 債 及 び 短 期 借 入 金  9,363  6,839  2,523 

そ の 他  5,757  7,042  1,284 

 固 　 定 　 負 　 債  12,226 24.7  13,250 25.5  1,023 

社 債 及 び 長 期 借 入 金  8,604  9,522  918 

そ の 他  3,622  3,727  104 

負 債 合 計  35,855 72.3  37,686 72.5  1,831 

少 数 株 主 持 分  2,251 4.5  2,169 4.1  81 

資　　本　　の　　部

資 本 金  3,146 6.3  3,146 6.1 0 

資 本 準 備 金  5,054 10.2  5,054 9.7 0 

連 結 剰 余 金  4,169 8.4  4,837 9.3  667 

その他有価証券評価差額金  224 0.5  190 0.4  34 

為 替 換 算 調 整 勘 定  1,096  2.2  1,084  2.1  11 

自 己 株 式  0  0.0  0  0.0 0 

資 本 合 計  11,499 23.2  12,143 23.4  644 

負債、少数株主持分及び資本合計  49,606 100.0  52,000 100.0  2,394 

有 利 子 負 債 残 高  17,967 36.2  16,362 31.5  1,605 

＜ご参考＞ （単位：億円）

設 備 投 資 4,200  4.1

（ う ち 半 導 体 ） 1,400(      ) ( ( 28.9 )

減 価 償 却 費 3,750 16.0 3,234       

180  

( 568 )

516  

 4,380       

1,968   )   

構成比

２００１年度 第１四半期 ２０００年度

％

構成比

増　減

２００１年度（予想） ２０００年度（実績） 　増　減
増減率



＜富士通グループ　連結＞
［ 事業の種類別セグメント情報 ］

（単位：億円）

2001年度 第１四半期 2000年度 第１四半期

  2001年4月1日～   2000年4月1日～

　　2001年6月30日  　2000年6月30日 増減率(%)

国　内 2,447 2,249 198 8.8
売 海　外 1,301 1,353 51  3.8
上 外部顧客に対する売上高計 3,749 3,602 146 4.1
高 セグメント間の内部売上高 107 104 2 2.7

計 3,856 3,707 149 4.0

営　業　利　益 12 73 85 －
（営業利益率） ( 0.3%) (2.0%) ( 2.3%)

国　内 2,261 2,068 193 9.3
売 海　外 991 1,124 132  11.8
上 外部顧客に対する売上高計 3,253 3,193 60 1.9
高 セグメント間の内部売上高 461 437 23 5.4

計 3,714 3,630 84 2.3

営　業　利　益 39 191 151 －
（営業利益率） ( 1.1%) ( 5.3%) (4.2%)

国　内 747 607 139 23.0
売 海　外 745 886 140  15.8
上 外部顧客に対する売上高計 1,493 1,493 0 0.0
高 セグメント間の内部売上高 31 20 11 54.5

計 1,524 1,514 10 0.7

営　業　利　益 201 49 152 －
（営業利益率） ( 13.2%) ( 3.3%) ( 9.9%)

国　内 764 834 70  8.4
売 海　外 834 824 9 1.2
上 外部顧客に対する売上高計 1,598 1,659 60  3.6
高 セグメント間の内部売上高 288 348 60  17.3

計 1,887 2,007 120  6.0

営　業　利　益 19 161 181 －
（営業利益率） ( 1.0%) (8.1%) ( 9.1%)

国　内 204 208 4  2.0
売 海　外 - - - -
上 外部顧客に対する売上高計 204 208 4  2.0
高 セグメント間の内部売上高 15 21 6  30.2

計 219 230 10  4.6

営　業　利　益 9 6 2 41.2
（営業利益率） (4.5%) (3.0%) (1.5%)

国　内 445 410 34 8.4
売 海　外 152 150 2 1.6
上 外部顧客に対する売上高計 597 560 36 6.6
高 セグメント間の内部売上高 310 301 9 3.1

計 908 862 46 5.4

営　業　利　益 3 11 7  68.7
（営業利益率） (0.4%) (1.3%) ( 0.9%)

売 上 高 1,214 1,233 19 
営業利益 164 137 26 

国　内 6,871 6,379 491 7.7
売 海　外 4,026 4,338 312  7.2
上 外部顧客に対する売上高計 10,897 10,718 179 1.7
高 セグメント間の内部売上高 - - - -

計 10,897 10,718 179 1.7

営　業　利　益 423 125 298 －
（営業利益率） ( 3.9%) ( 1.2%) ( 2.7%)

＊当期に行った製品区分の見直しに伴い、2000年度第１四半期の数値を組替えて表示しております。
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[経営成績 ] 
 
当第１四半期における当社グループを取り巻く状況は、米国経済が停滞感を強め、これを背景と
して日本や東アジアでも景気の減速が続いたほか、欧州経済も成長が鈍化いたしました。このよう
な状況の中で、米国を中心に通信事業会社のほか一般企業においても設備投資が抑制され、中でも
ＩＴ投資は急速に減少に転じました。さらに個人向けのパソコンや携帯電話についても世界的に需
要が伸び悩み、生産、在庫調整の動きが広がりました。 

 
 
（１）連結業績 
 
このような事業環境のもと、当四半期における売上高の状況は次のとおりです。 
 
１．ソフトウェア・サービスは３，７４９億円（前年同期比４％増）。 

国内では大手企業を中心としたシステムインテグレーションやアウトソーシングなどのサ
ービスビジネスの売上が増加いたしましたが、海外では欧米において企業のＩＴ投資抑制の影
響を受けサービスビジネスの売上が減少したことなどにより、全体の売上は前年同期比４％増
にとどまりました。 

 
２．情報処理は３，２５３億円（前年同期比２％増）。 

国内では個人向けのパーソナルコンピュータの売上が減少いたしましたが、企業向けのＵＮ
ＩＸサーバの売上が引き続き伸長するとともに、大規模システム向けの大型サーバの売上が増
加したことなどにより売上は増加いたしました。海外においては、デスクトップパソコン用を
中心とした小型磁気ディスク装置の売上減少に加えて、米国を中心とした企業のＩＴ投資抑
制の影響を受けサーバ需要が低迷いたしましたが、情報処理全体としての売上は増加いたしま
した。 

 
３．通信は１，４９３億円（前年同期並）。 

国内においては、次世代の移動通信システムＩＭＴ-2000 対応の交換システムや基地局シス
テムの売上が増加いたしましたが、海外では、北米を中心に通信事業会社が投資をさらに抑制
した影響を受け光伝送システムの売上が減少したことにより、全体の売上はほぼ前年同期並に
とどまりました。 

 
４．電子デバイスは１，５９８億円（前年同期比４％減）。 

携帯電話やディジタル家電における需要の伸び悩みを背景とした電子デバイス部品の全世
界的な在庫調整がさらに進行し、ＳＡＷフィルタなどの売上が減少し、フラッシュメモリや
ロジックＩＣの売上も前年同期並にとどまりました。 

 
これらの結果、売上高は１兆８９７億円と前年同期比２％の増収にとどまりました。 
 
利益面では、情報処理の業績は、小型磁気ディスク装置の売上が減少する一方サーバの売上が増
加したことなどにより改善いたしました。しかしながら、電子デバイスは需要の減少にともなう企
業の在庫調整、価格低下の影響を強く受け、フラッシュメモリやロジックＩＣ、ＳＡＷフィルタな
どを中心に業績が低下したほか、北米において光伝送システムの売上減少にともない通信の業績が
低下したことなどにより、営業損失で４２３億円、経常損失で６３７億円を計上いたしました。ま
た米国における開発体制の見直しなどの事業構造改善費用を計上し、当期純損失は５５４億円と
なりました。 



 
 
（２）２００１年度の業績予想の修正 

 
ＩＴ産業は、ネットワ－ク社会の将来を担う産業として中長期的には最も成長が期待される分野
です。しかしながら現在は、北米の通信事業会社をはじめとした世界規模での企業のＩＴ投資の抑
制、携帯電話、パーソナルコンピュータなどの個人需要の停滞が当面の間続き、当年度内の回復は
難しいと想定されます。このため、当社グループでは光伝送システムや、フラッシュメモリ、パソ
コン用小型磁気ディスク装置などが引き続き大きな影響を受けると予想しており、また今後さらに、
中期的なＩＴ産業の構造変化への対応が急務であると考えております。 
当社グループでは現在の厳しい状況を真摯に受けとめ、来期以降の収益力の抜本的な回復を図る
ため、当年度においてグローバルベースでの開発／製造体制の再編、コアビジネスへの選択と集中
の徹底、ソフトサービスビジネスのグローバル体制の再構築などの事業構造の改革を徹底的に推進
いたします。これらを踏まえ、現時点における２００１年度の業績見通しを４月時予想より修正し、
以下のとおりといたしました。 

 
 
 

［連 結］ 
（単位：億円） 

 2001年度予想  
 修正予想 ４月時予想 差 異  

2000年度実績 

 中間期 通期 中間期 通期 中間期 通期  中間期 通期 

売 上 高 24,500 54,000 26,500 58,000 2,000 4,000  24,905 54,844 

営 業 利 益 150 800 900 2,700 1,050 1,900  1,002 2,440 

経 常 利 益 650 200 300 1,600 950 1,800  650 1,897 

特 別 損 益 2,800 3,000 300 350 2,500 2,650  353 321 

当期純利益 2,100 2,200 0 500 2,100 2,700  172 85 

 

［単 独］ 
（単位：億円） 

 2001年度予想  
 修正予想 ４月時予想 差 異  

2000年度実績 

 中間期 通期 中間期 通期 中間期 通期  中間期 通期 
売 上 高 15,000 33,000 16,000 36,000 1,000 3,000  15,132 33,822 

営 業 利 益 150 100 400 1,000 550 900  256 1,002 

経 常 利 益 250 200 300 800 550 1,000  283 1,074 

特 別 損 益 2,200 2,500 150 200 2,050 2,300  924 419 

当期純利益 1,400 1,600 100 400 1,500 2,000  741 466 

 
 

上記見通しには、主要市場における製品・部品の需給動向（日本及び欧米など）、為替相場、日米の株式市況などに不

透明な面があり、実際の業績は見通しと異なる場合がありえることをご承知おき願います。 
 



＜ご参考＞
１. 事業の種類別セグメント情報 

（単位：億円）

２０００年度

（実  績） 増減率(%)

国　内 15,600 15,500 100 14,544 1,055 7.3
売 海　外 5,500 5,600 100 5,599 99  1.8
上 外部顧客に対する売上高計 21,100 21,100 - 20,143 956 4.7
高 セグメント間の内部売上高 600 700 100 619 19  3.1

計 21,700 21,800 100 20,762 937 4.5

営　業　利　益 1,500 1,500 - 1,287 212 16.5
（営業利益率） (6.9%) (6.9%) (-) (6.2%) (0.7%)

国　内 11,300 11,700 400 10,890 409 3.8
売 海　外 4,100 4,700 600 4,827 727  15.1
上 外部顧客に対する売上高計 15,400 16,400 1,000 15,718 318  2.0
高 セグメント間の内部売上高 3,000 2,900 100 2,709 290 10.7

計 18,400 19,300 900 18,427 27  0.2

営　業　利　益 400 600 200 189 210 2.1倍
（営業利益率） (2.2%) (3.1%) ( 0.9%) (1.0%) (1.2%)

国　内 4,000 4,100 100 3,825 174 4.6
売 海　外 3,300 4,300 1,000 3,955 655  16.6
上 外部顧客に対する売上高計 7,300 8,400 1,100 7,780 480  6.2
高 セグメント間の内部売上高 100 100 - 155 55  35.5

計 7,400 8,500 1,100 7,935 535  6.8

営　業　利　益 50 300 350 379 429 －
（営業利益率） ( 0.7%) (3.5%) ( 4.2%) (4.8%) ( 5.5%)

国　内 3,100 4,100 1,000 3,738 638  17.1
売 海　外 3,200 4,100 900 3,858 658  17.1
上 外部顧客に対する売上高計 6,300 8,200 1,900 7,597 1,297  17.1
高 セグメント間の内部売上高 1,100 1,400 300 1,492 392  26.3

計 7,400 9,600 2,200 9,089 1,689  18.6

営　業　利　益 450 950 1,400 1,134 1,584 －
（営業利益率） ( 6.1%) (9.9%) ( 16.0%) (12.5%) ( 18.6%)

国　内 1,150 1,150 - 1,072 77 7.2
売 海　外 - - - - - -
上 外部顧客に対する売上高計 1,150 1,150 - 1,072 77 7.2
高 セグメント間の内部売上高 100 100 - 78 21 27.0

計 1,250 1,250 - 1,151 98 8.6

営　業　利　益 40 40 - 34 5 17.2
（営業利益率） (3.2%) (3.2%) (-) (3.0%) (0.2%)

国　内 1,950 1,950 - 1,832 117 6.4
売 海　外 800 800 - 699 100 14.3
上 外部顧客に対する売上高計 2,750 2,750 - 2,532 217 8.6
高 セグメント間の内部売上高 1,350 1,400 50 1,282 67 5.3

計 4,100 4,150 50 3,814 285 7.5

営　業　利　益 100 100 - 81 18 22.2
（営業利益率） (2.4%) (2.4%) (-) (2.1%) (0.3%)

売 上 高 6,250 6,600 350 6,337 87 
営業利益 740 790 50 665 74 

国　内 37,100 38,500 1,400 35,902 1,197 3.3
売 海　外 16,900 19,500 2,600 18,941 2,041  10.8
上 外部顧客に対する売上高計 54,000 58,000 4,000 54,844 844  1.5
高 セグメント間の内部売上高 - - - - - -

計 54,000 58,000 4,000 54,844 844  1.5

営　業　利　益 800 2,700 1,900 2,440 1,640  67.2
（営業利益率） (1.5%) (4.7%) ( 3.2%) (4.4%) ( 2.9%)

＊当期に行った製品区分の見直しに伴い、2000年度及び2001年度４月時予想の数値を組替えて表示しております。

前　年　比

２００１年度（予想）

修正予想 ４月時予想 差異
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２．ＨＤＤの生産台数 （単位：万台）
2001年度（予想） 2000年度 増減率(%)

修正予想 4月時予想 差異 （実績）
生産台数 1,700 2,600 900 2,378 28.5% 

３．北米における光伝送装置の売上高 （単位：Ｍ＄）
2001年度（予想） 2000年度 増減率(%)

修正予想 4月時予想 差異 （実績）
売上高 1,800 2,700 900 2,639 31.8% 

４．電子デバイスの状況
（1）半導体生産高（ワールドワイド） （単位：億円）

2001年度（予想） 2000年度 増減率(%)

修正予想 4月時予想 差異 （実績）
4,750 6,900 2,150 6,300 24.6% 

（うち社内向け） (810) (900) ( 90) (890) ( 9.0%)

（2）半導体品種別生産比率

修正予想 4月時予想
ロジック 50% 43%
フラッシュメモリ 32% 36%
ＲＡＭ 6% 7%
化合物半導体他 12% 14%

（3）価格下落率（期末時点、2000年度末比）
2001年度（予想）

第１四半期 上期 下期
16Mﾌﾗｯｼｭﾒﾓﾘ 28% 40% 53%

（4）半導体生産能力（期末時点） （単位：万個/月）
2001年度（予想）

修正予想 4月時予想
フラッシュメモリ
（8Ｍ換算） 4,600 6,000

※富士通単独ベース

５．設備投資・減価償却費（連結） （単位：億円）
2001年度（予想） 2000年度 増減率(%)

修正予想 4月時予想 差異 （実績）
ｿﾌﾄｳｴｱ･ｻｰﾋﾞｽ 750 750 - 650 15.3% 
情報処理 650 700 50 549 18.4% 
通信 450 500 50 442 1.7% 
電子ﾃﾞﾊﾞｲｽ 2,100 2,600 500 2,492 15.7% 
（うち半導体） (1,400) (1,900) ( 500) (1,968) ( 28.9%)
全社共通他 250 250 - 247 1.4% 
設備投資合計 4,200 4,800 600 4,380 4.1% 
減価償却費 3,750 3,900 150 3,234 16.0% 

3,600

8%
17%

2000年度

（実績）

29%

2001年度（予想） 2000年度

（実績）
46%

６．特別損益 （単位：億円）
2001年度（予想）

修正予想 4月時予想との差異
上期 下期 計 上期 下期 計

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾍﾞｰｽでの開発・製造
体制見直し 1,600 200 1,800 1,500 150 1,650
コアビジネスへの集中

1,000 - 1,000 900 - 900
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙなｿﾌﾄｻｰﾋﾞｽﾋﾞｼﾞﾈｽの
体制構築 200 - 200 100 - 100

　特別損益計 2,800 200 3,000 2,500 150 2,650


